
エンジェル税制 企業要件判定シート

中小企業庁 経営支援部 創業・新事業促進課
〒100-8912東京都千代田区霞が関一丁目3番1号

電話：03-3501-1767
E-mail： angeltax@meti.go.jp

令和３年２月

企業要件判定シートは申請企業が都道府県に確認申請を行う前
に簡易判定が可能なツールです。
企業要件判定シートはダウンロードの上、操作をして下さい。（ブラ
ウザで操作を行うと正しい判定ができない場合があります。）
次頁以降の青いボタンを選択（クリック）して判定を進めてください。
本シートに関するご不明な点は、以下の窓口へご連絡ください。



はじめに
事前確認制度を利用したい

払込みの前に企業要件を確認申請します。

事前確認を申請しようとする日（申請日）を基準として判定してください。
（※ 事前確認を受けた企業も、払込みのあった日も同様に要件を満たしている必要がございます。）

払込み後にまとめて申請する
払込みの後に企業要件を確認申請します。

払込みのあった日（払込期日）を基準として判定してください。

企業要件の判定スタート
クリック！

個人からの直接の払込みを想定しています。 民法組合等を経由した払込みについては別途ご相談ください。
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中小企業要件

はい いいえ

中小企業（以下の要件）に該当しますか？

◆補足
・資本金の額又は従業員数のどちらかを満たしていれば中小企業に該当します。
・例えば製造業の場合、資本金が3億円を超えていても従業員数が300人以下であ
れば、中小企業に該当します。

（対象外）
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特定の株主要件①

はい いいえ

発行済株式の総数の50％を超えて保有する
株主グループがいますか？

株主及びその親族、その関係会社等詳細はこちら

株主Ｂ
（30%）

株主Ｂ
（30%）

株主Ｂ
（30%）

例１

例２

例３

50%

例１～３

代表者Ａ
（50%）

例４

例５

50%

株主Ｂ
（30%）

例４・５

代表者Ａ
（40%）

株主Ｂ
（30%）

株主Ｃ
（20%）

株主Ｃ
（30%）

同一株主グループ

代表者Ａ
（40%）

Ａの妻
（30%）

代表者Ａ
（70%）

代表者Ａ
（40%）

Ａの関係会社

（30%）

同一株主グループ
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（参考）株主グループについて

法人の場合（P３の例３のケースにおける代表者Ａの関係会社）

（注意）株主間で同⼀の議決権を行使することに同意している場合は、その株主も合算の対象に含
まれる場合があります（＝同⼀の株主とみなされます）。ご注意下さい。

※ 特定の株主グループの定義についてはQ＆AのQ５１．をご参照下さい。

個人の場合（P３の例２のケースにおける代表者Aの妻以外に同⼀株主グループに含まれる者）
１．代表者Ａの親族（＝配偶者のほか、６親等内の血族、３親等内の姻族）
２．代表者Ａと婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

（＝内縁関係や事実婚の配偶者）
３．代表者Ａの使用人（＝代表者Ａ個人の使用人のため、法人の従業員は含まれません。）
４．１.～３.の者以外で代表者Ａから受け取る金銭等によって生計を維持している者

（＝１.～３.以外で代表者Ａ個人から受け取る金銭等により日常生活が成り立っている者）
５．２.～４.の者と生計を一にする者の親族（＝生計が同一の者。同居の有無は問わない。）

①株式の数 ②議決権の数 ③株主の数

法人C代表者A 法人A 法人B

合計で
①、②、
③のい
ずれか
の過半
数以上

①、②、③
のいずれかの
過半数以上

合計で①、②、
③のいずれか
過半数以上

P３に戻る
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特定の株主要件②

超える 超えない

その株主グループが保有する株式は
発行済株式の総数の5/6 （約83.3％）を超えますか？

（対象外）

※ちょうど5/6の場合は「超えない」

代表者Ａ
（70%）

株主Ｂ
（30%）

株主Ｂ
（15%）例１ 例２

5/6
（約83.3%）

例１ 例２

5/6
（約83.3%）

代表者Ａ
（85%）
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特定の株主要件③

はい いいえ

発行済株式の総数の30％以上を保有する
株主グループがいますか？

代表者Ａ
（30%）

Ａの妻
（20%）

代表者Ａ
（30%）

Ａの関係
会社

（20%）

例１

例２

例３

例１～３

代表者Ａ
（25%）

例４ 株主Ｂ
（20%）

例４

代表者Ａ
（40%）

株主Ｂ
（30%）

株主Ｃ
（20%）

株主Ｄ
（20%）

株主Ｅ
（15%）

株主Ｃ
（30%）

株主Ｃ
（20%）

株主Ｃ
（20%）

同一株主グループ

株主Ｂ
（30%）

同一株主グループ

株主Ｂ
（30%）

株主及びその親族、その関係会社等詳細はこちら
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（参考）株主グループについて

法人の場合（P６の例３のケースにおける代表者Ａの関係会社）

（注意）株主間で同⼀の議決権を行使することに同意している場合は、その株主も合算の対象に含
まれる場合があります（＝同⼀の株主とみなされます）。ご注意下さい。

※ 特定の株主グループの定義についてはQ＆AのQ５１．をご参照下さい。

個人の場合（P６の例２のケースにおける代表者Aの妻以外に同⼀株主グループに含まれる者）
１．代表者Ａの親族（＝配偶者のほか、６親等内の血族、３親等内の姻族）
２．代表者Ａと婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

（＝内縁関係や事実婚の配偶者）
３．代表者Ａの使用人（＝代表者Ａ個人の使用人のため、法人の従業員は含まれません。）
４．１.～３.の者以外で代表者Ａから受け取る金銭等によって生計を維持している者

（＝１.～３.以外で代表者Ａ個人から受け取る金銭等により日常生活が成り立っている者）
５．２.～４.の者と生計を一にする者の親族（＝生計が同一の者。同居の有無は問わない。）

①株式の数 ②議決権の数 ③株主の数

法人C代表者A 法人A 法人B

合計で
①、②、
③のい
ずれか
の過半
数以上

①、②、③
のいずれかの
過半数以上

合計で①、②、
③のいずれか
過半数以上

P６に戻る
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特定の株主要件④

超える 超えない

その株主グループが保有する株式の合計数が
発行済株式の総数の5/6（約83.3％）を超えますか？

※ちょうど5/6の場合は「超えない」

代表者Ａ
（45%）例２

例３

代表者Ａ
（40%）

株主Ｂ
（30%）例１

株主Ｃ
（15%）

合計100%

合計85%

代表者Ａ
（40%）

株主Ｂ
（40%）

合計80%

例１・２ 例３

5/6
（約83.3%）

5/6
（約83.3%）

株主Ｃ
（30%）

株主Ｃ
（20%）

株主Ｂ
（40%）

（対象外）
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大規模法人要件①

１つの大規模法人
グループから
受けている

受けていない
複数の大規模法人
グループから
受けている

例１ 例２

大規模法人グループからの投資を受けていますか？
大規模法人（＝資本金１億円超若しくは出資の総額が一億円を
超える法人又は資本金若しくは出資を有しない法人のうち常時使用
する従業員の数が1,000人を超える法人）グループについてはこちら

例１

代表者Ａ
（60%）

大規模法人
グループＢ
（20%）

例２
大規模法人
グループＣ

（20%）
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代表者Ａ
（60%）

大規模法人グループ
Ｂ

（40%）
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（参考）大規模法人グループについて P９に戻る

大規模法人グループとは大規模法人およびその大規模法人と特殊の関係のある法人を
まとめた集団を言います。
また、大規模法人と特殊の関係のある法人とは以下の①から③の会社を言います。
① 下図の大規模法人Ｂが50％以上株式を保有している会社Ｂ１

② 下図の大規模法人Ｂ及び会社Ｂ１が合計５０%以上株式を保有している会社Ｂ２

③ 下図の大規模法人Ｂ並びに会社Ｂ１及び会社Ｂ２が合計５０％以上株式を保有している会社Ｂ３

大規模法人B 会社B1 会社B2 会社B3  

合計
50％
以上

合計
50％
以上

50％以上

図



大規模法人要件②

超える 超えない

その大規模法人グループが保有する株式は
発行済株式の総数の50％を超えますか？

※ちょうど50%の場合は「超えない」

例２例１

例１ 例２

代表者Ａ
（40%）

代表者Ａ
（60%）

大規模法人
グループＢ（40%）

50% 50%

大規模法人グループ
Ｂ（60%）

（対象外）
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大規模法人要件③

はい いいえ

それらの大規模法人グループが保有する株式の合計数は発
行済株式の総数の2/3（約66.7％）以上ですか？

※ちょうど2/3の場合は「はい」

例２例１

2/3
（約66.7%）

合計70%

代表者Ａ
（30%）

2/3
（約66.7%）

合計40%

代表者Ａ
（60%）

例１ 例２

大規模法人グループＢ
（50%）

大規模法
人グルー
プＣ（20%）

大規模法人
グループＢ
（20%）

大規模法
人グルー
プＣ（20%）

（対象外）
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未上場要件等①

未登録・未上場の株式会社ですか？

はい いいえ
（対象外）

◆株式会社
・日本の会社法（商法）に基づいて設立された株式会社が対象となります。
・会社法施行前から存続している「特例有限会社」も対象となります。
・合名会社、合資会社、合同会社は対象外となります。
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未上場要件等②

風俗営業等に該当する事業を行う会社ですか？

はい いいえ

◆風俗営業等とは
「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項」に規定す
る「風俗営業」又は「第５項」に規定する「性風俗関連特殊営業」を指します。
具体例としては、世間一般として認識されている風俗営業に加えて、キャバクラ・ホス
トクラブ・ナイトクラブ・ダンスホール・麻雀屋・パチンコ店・バー（照度が１０ルクス以
下などの条件あり）・一部のメイド喫茶も含みます。

（対象外）
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第３期第２期第１期

新規性要件

１年 ２年 ３年 ５年 １０年

（a） （b） （c） （d） （e） （f） （g） （h）

（a）1年未満かつ最初の事業年度を未経過

（b）1年未満かつ最初の事業年度を経過

（c）1年以上かつ第2期事業年度を未経過

（d）2年未満かつ第2期事業年度を経過

（e）2年以上3年未満

（ｆ）3年以上5年未満

（g）5年以上10年未満

（h）10年以上

設立日から基準日まではどの期間に該当しますか？
基準日についてはこちら

15

（対象外）
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（参考）基準日について P１５に戻る

基準日については以下のいずれかとなります。

①払込期日が定められている場合：払込期日*¹

②払込期間が定められている場合：払込日（出資の履行をした日）*¹

③会社設立時の出資でエンジェル税制を適用する場合：会社成立の日

④事前確認制度を利用する場合*²：申請日

*¹ 登記事項証明書の資本金の額が変更した日と払込期日や出資の履行をした日は原則同日である必要が
あります。 変更登記の際はご注意下さい。

*² 事前確認制度を利用した場合においても、払込期日（払込期間が定められている場合は出資の履行をし
た日）時点で、引き続き全ての要件を満たしている必要があります。 ご注意下さい。

払込期日、払込期間等の詳細については、Ｑ＆Ａ　Ｑ２９をご参照下さい。



新規性要件（a-A/B）

研究者または新事業活動従事者（常勤）が2人以上
かつ常勤の役員・従業員の10％以上ですか？

◆新事業活動従事者
新規製品やサービスの企画・開発に従事する方や、新規製品やサービスが市場において認知されるために必要となる広告宣伝
や市場調査の企画を行う方

例１

◆研究者
特定の研究テーマを持って研究を行っており社内で研究を主として行う方で試験研究等に含まれる支出がなされる方

例３代表取締役Ａ ◎ ★

取締役Ｂ ◎ ★

従業員Ｃ ◎

◎：常勤 ★：新事業活動従事者

代表取締役Ａ ◎ ★

アルバイトＣ

はい いいえ

例１、例２ 例３

（対象外）

例２ 代表取締役Ａ ◎ ★

取締役Ｂ ◎

従業員Ｃ ◎ ★
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新規性要件（b-1）

第1期の営業活動によるキャッシュ・フローが
赤字ですか？

◆営業活動によるキャッシュ・フロー
企業活動は、営業活動、投資活動、財務活動の３つの活動からなり、キャッシュ
フロー計算書は、この３つの活動のそれぞれについて現金の出入りを見るものです。
営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入れ（製造）、販売、管理活動に伴う
現金の出入りを示したものです。一般的な会計ソフトウェアには営業活動による
キャッシュ・フローの計算機能がついており、また、B/S、P/Lがあれば営業活動によ
るキャッシュ・フローを計算することも可能です。

はい いいえ
（優遇措置Ａ対象外）
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新規性要件（b-2）
第1期の確定申告書別表一には
税理士が署名していますか？

はい いいえ
（優遇措置Ａ対象外）
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新規性要件（b-A）
研究者または新事業活動従事者（常勤）が2人以上

かつ常勤の役員・従業員の10％以上ですか？

第1期の試験研究費等が収入金額（売上高）の
５％を超えますか？

どちらか選択

はい

はい

どちらも当てはまらない

◆新事業活動従事者
新規製品やサービスの企画・開発に従
事する方や、新規製品やサービスが市
場において認知されるために必要となる
広告宣伝や市場調査の企画を行う方

例１
◆研究者
特定の研究テーマを持って研究を行って
おり社内で研究を主として行う方で試
験研究等に含まれる支出がなされる方

◆試験研究費等
・新たな製品の製造又は新たな技術の
発明に係る試験研究のために特別に支
出する費用
・新たな技術若しくは新たな経営組織
の採用、技術の改良、市場の開拓又
は新たな事業の開始のために特別に支
出する費用
（詳細はＱ&Ａ Ｑ４３に記載）

例３

例３

代表取締役Ａ ◎ ★

取締役Ｂ ◎ ★

従業員Ｃ ◎ ◎：常勤 ★：新事業活動従事者

代表取締役Ａ ◎ ★

アルバイトＢ

（対象外）

（対象外）

例２

代表取締役Ａ ◎ ★

取締役Ｂ ◎

従業員Ｃ ◎ ★

例１、例２
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新規性要件（b-B）
研究者または新事業活動従事者（常勤）が2人以上

かつ常勤の役員・従業員の10％以上ですか？

第1期の試験研究費等が収入金額（売上高）の
３％を超えますか？

どちらか選択

はい

はい

どちらも当てはまらない

◆新事業活動従事者
新規製品やサービスの企画・開発に従
事する方や、新規製品やサービスが市
場において認知されるために必要となる
広告宣伝や市場調査の企画を行う方

例１
◆研究者
特定の研究テーマを持って研究を行って
おり社内で研究を主として行う方で試
験研究等に含まれる支出がなされる方

◆試験研究費等
・新たな製品の製造又は新たな技術の
発明に係る試験研究のために特別に支
出する費用
・新たな技術若しくは新たな経営組織
の採用、技術の改良、市場の開拓又
は新たな事業の開始のために特別に支
出する費用
（詳細はＱ&Ａ Ｑ４３に記載）

例３

例３

代表取締役Ａ ◎ ★

取締役Ｂ ◎ ★

従業員Ｃ ◎ ◎：常勤 ★：新事業活動従事者

代表取締役Ａ ◎ ★

アルバイトＢ

（対象外）

（対象外）

例２

代表取締役Ａ ◎ ★

取締役Ｂ ◎

従業員Ｃ ◎ ★

例１、例２
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新規性要件（c-1）

第1期の営業活動によるキャッシュ・フローが
赤字ですか？

◆営業活動によるキャッシュ・フロー
企業活動は、営業活動、投資活動、財務活動の３つの活動からなり、キャッシュ
フロー計算書は、この３つの活動のそれぞれについて現金の出入りを見るものです。
営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入れ（製造）、販売、管理活動に伴う
現金の出入りを示したものです。一般的な会計ソフトウェアには営業活動による
キャッシュ・フローの計算機能がついており、また、B/S、P/Lがあれば営業活動によ
るキャッシュ・フローを計算することも可能です。

はい いいえ
（優遇措置Ａ対象外）
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新規性要件（c-2）
第1期の確定申告書別表一には
税理士が署名していますか？

はい いいえ
（優遇措置Ａ対象外）

23



新規性要件（c-A）
新事業活動従事者（常勤）が2人以上

かつ常勤の役員・従業員の10％以上ですか？

第1期の試験研究費等が収入金額（売上高）の
５％を超えますか？

どちらか選択

はい

はい

どちらも当てはまらない

◆新事業活動従事者
新規製品やサービスの企画・開発に従
事する方や、新規製品やサービスが市
場において認知されるために必要となる
広告宣伝や市場調査の企画を行う方

例１
◆研究者
特定の研究テーマを持って研究を行って
おり社内で研究を主として行う方で試
験研究等に含まれる支出がなされる方

◆試験研究費等
・新たな製品の製造又は新たな技術の
発明に係る試験研究のために特別に支
出する費用
・新たな技術若しくは新たな経営組織
の採用、技術の改良、市場の開拓又
は新たな事業の開始のために特別に支
出する費用
（詳細はＱ&Ａ Ｑ４３に記載）

例３

例３

代表取締役Ａ ◎ ★

取締役Ｂ ◎ ★

従業員Ｃ ◎ ◎：常勤 ★：新事業活動従事者

代表取締役Ａ ◎ ★

アルバイトＢ

（対象外）

（対象外）

例２

代表取締役Ａ ◎ ★

取締役Ｂ ◎

従業員Ｃ ◎ ★

例１、例２
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新規性要件（c-B）
新事業活動従事者（常勤）が2人以上

かつ常勤の役員・従業員の10％以上ですか？

第1期の試験研究費等が収入金額（売上高）の
３％を超えますか？

どちらか選択

はい

はい

どちらも当てはまらない

◆新事業活動従事者
新規製品やサービスの企画・開発に従
事する方や、新規製品やサービスが市
場において認知されるために必要となる
広告宣伝や市場調査の企画を行う方

例１
◆研究者
特定の研究テーマを持って研究を行って
おり社内で研究を主として行う方で試
験研究等に含まれる支出がなされる方

◆試験研究費等
・新たな製品の製造又は新たな技術の
発明に係る試験研究のために特別に支
出する費用
・新たな技術若しくは新たな経営組織
の採用、技術の改良、市場の開拓又
は新たな事業の開始のために特別に支
出する費用
（詳細はＱ&Ａ Ｑ４３に記載）

例３

例３

代表取締役Ａ ◎ ★

取締役Ｂ ◎ ★

従業員Ｃ ◎ ◎：常勤 ★：新事業活動従事者

代表取締役Ａ ◎ ★

アルバイトＢ

（対象外）

（対象外）

例２

代表取締役Ａ ◎ ★

取締役Ｂ ◎

従業員Ｃ ◎ ★

例１、例２
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新規性要件（d-1）

◆営業活動によるキャッシュ・フロー
企業活動は、営業活動、投資活動、財務活動の３つの活動からなり、キャッシュ
フロー計算書は、この３つの活動のそれぞれについて現金の出入りを見るものです。
営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入れ（製造）、販売、管理活動に伴う
現金の出入りを示したものです。一般的な会計ソフトウェアには営業活動による
キャッシュ・フローの計算機能がついており、また、B/S、P/Lがあれば営業活動によ
るキャッシュ・フローを計算することも可能です。

はい いいえ
（優遇措置Ａ対象外）

第1期・第2期の営業活動によるキャッシュ・フローが
ともに赤字ですか？
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新規性要件（d-2）
第2期の確定申告書別表一には
税理士が署名していますか？

はい いいえ
（優遇措置Ａ対象外）
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新規性要件（d-A）
新事業活動従事者（常勤）が2人以上かつ
常勤の役員・従業員の10％以上ですか？

第2期の試験研究費等が収入金額
（売上高）の5％を超えますか？

はい

はい

◆新事業活動従事者
新規製品やサービスの企画・開発に従事する
方や、新規製品やサービスが市場において認
知されるために必要となる広告宣伝や市場調
査の企画を行う方

◆試験研究費等
・新たな製品の製造又は新たな技術の発明に
係る試験研究のために特別に支出する費用
・新たな技術若しくは新たな経営組織の採用、
技術の改良、市場の開拓又は新たな事業の
開始のために特別に支出する費用
（詳細はＱ&Ａ Ｑ４３に記載）

第1期・第2期間の売上高成長
率が25％を超えますか？

はい

◆売上高成長率

いずれか選択

いずれか選択

いずれも当てはまらない
（対象外）

例１ 例３

例３

代表取締役Ａ ◎ ★

取締役Ｂ ◎ ★

従業員Ｃ ◎
◎：常勤 ★：新事業活動従事者

代表取締役Ａ ◎ ★

アルバイトＢ

（対象外）

例２

代表取締役Ａ ◎ ★

取締役Ｂ ◎

従業員Ｃ ◎ ★

例１、例２
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新規性要件（d-B）
新事業活動従事者（常勤）が2人以上かつ
常勤の役員・従業員の10％以上ですか？

第2期の試験研究費等が収入金額
（売上高）の3％を超えますか？

はい

はい

◆新事業活動従事者
新規製品やサービスの企画・開発に従事する
方や、新規製品やサービスが市場において認
知されるために必要となる広告宣伝や市場調
査の企画を行う方

◆試験研究費等
・新たな製品の製造又は新たな技術の発明に
係る試験研究のために特別に支出する費用
・新たな技術若しくは新たな経営組織の採用、
技術の改良、市場の開拓又は新たな事業の
開始のために特別に支出する費用
（詳細はＱ&Ａ Ｑ４３に記載）

第1期・第2期間の売上高成長
率が25％を超えますか？

はい

◆売上高成長率

いずれか選択

いずれか選択

いずれも当てはまらない
（対象外）

例１ 例３

例３

代表取締役Ａ ◎ ★

取締役Ｂ ◎ ★

従業員Ｃ ◎
◎：常勤 ★：新事業活動従事者

代表取締役Ａ ◎ ★

アルバイトＢ

（対象外）

例２

代表取締役Ａ ◎ ★

取締役Ｂ ◎

従業員Ｃ ◎ ★

例１、例２
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新規性要件（e-1）

◆営業活動によるキャッシュ・フロー
企業活動は、営業活動、投資活動、財務活動の３つの活動からなり、キャッシュ
フロー計算書は、この３つの活動のそれぞれについて現金の出入りを見るものです。
営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入れ（製造）、販売、管理活動に伴う
現金の出入りを示したものです。一般的な会計ソフトウェアには営業活動による
キャッシュ・フローの計算機能がついており、また、B/S、P/Lがあれば営業活動によ
るキャッシュ・フローを計算することも可能です。

はい いいえ
（優遇措置Ａ対象外）

第1期から前事業年度までの
営業活動によるキャッシュ・フローが

すべて赤字ですか？
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新規性要件（e-2）
前事業年度の確定申告書別表一には

税理士が署名していますか？

はい いいえ
（優遇措置Ａ対象外）
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新規性要件（e-A）
前事業年度の試験研究費等が収入金額（売上高）の

5％を超えますか？

前事業年度以前の売上高成長率が
25％を超えますか？ ◆売上高成長率

どちらか選択

n=第2期から前事業年度までの事業年度の数

または

はい

はい

◆試験研究費等
・新たな製品の製造又は新たな技術の発明に
係る試験研究のために特別に支出する費用
・新たな技術若しくは新たな経営組織の採用、
技術の改良、市場の開拓又は新たな事業の
開始のために特別に支出する費用
（詳細はＱ&Ａ Ｑ４３に記載）

どちらも当てはまらない
（対象外） 32



新規性要件（e-B）
前事業年度の試験研究費等が収入金額（売上高）の

3％を超えますか？

前事業年度以前の売上高成長率が
25％を超えますか？ ◆売上高成長率

どちらか選択

n=第2期から前事業年度までの事業年度の数

または

はい

はい

◆試験研究費等
・新たな製品の製造又は新たな技術の発明に
係る試験研究のために特別に支出する費用
・新たな技術若しくは新たな経営組織の採用、
技術の改良、市場の開拓又は新たな事業の
開始のために特別に支出する費用
（詳細はＱ&Ａ Ｑ４３に記載）

どちらも当てはまらない
（対象外） 33



新規性要件（f-1）

◆営業活動によるキャッシュ・フロー
企業活動は、営業活動、投資活動、財務活動の３つの活動からなり、キャッシュ
フロー計算書は、この３つの活動のそれぞれについて現金の出入りを見るものです。
営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入れ（製造）、販売、管理活動に伴う
現金の出入りを示したものです。一般的な会計ソフトウェアには営業活動による
キャッシュ・フローの計算機能がついており、また、B/S、P/Lがあれば営業活動によ
るキャッシュ・フローを計算することも可能です。

はい いいえ
（優遇措置Ａ対象外）

第1期から前事業年度までの
営業活動によるキャッシュ・フローが

すべて赤字ですか？
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新規性要件（f-2）
前事業年度の確定申告書別表一には

税理士が署名していますか？

はい いいえ
（優遇措置Ａ対象外）
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新規性要件（f-A）

前事業年度の試験研究費等が収入金額（売上高）の
5％を超えますか？

◆試験研究費等
・新たな製品の製造又は新たな技術の発明に係る試験研究のために特別に支出
する費用
・新たな技術若しくは新たな経営組織の採用、技術の改良、市場の開拓又は新
たな事業の開始のために特別に支出する費用
（詳細はＱ&Ａ Ｑ４３に記載）

いいえはい
（優遇措置Ａ対象外）
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新規性要件（f-B）
前事業年度の試験研究費等が収入金額（売上高）の

3％を超えますか？

前事業年度以前の売上高成長率が
25％を超えますか？ ◆売上高成長率

どちらか選択

n=第2期から前事業年度までの事業年度の数

または

はい

はい

◆試験研究費等
・新たな製品の製造又は新たな技術の発明に
係る試験研究のために特別に支出する費用
・新たな技術若しくは新たな経営組織の採用、
技術の改良、市場の開拓又は新たな事業の
開始のために特別に支出する費用
（詳細はＱ&Ａ Ｑ４３に記載）

どちらも当てはまらない
（対象外） 37



新規性要件（g-B）

前事業年度の試験研究費等が収入金額（売上高）の
5％を超えますか？

◆試験研究費等
・新たな製品の製造又は新たな技術の発明に係る試験研究のために特別に支出
する費用
・新たな技術若しくは新たな経営組織の採用、技術の改良、市場の開拓又は新
たな事業の開始のために特別に支出する費用
（詳細はＱ&Ａ Ｑ４３に記載）

いいえはい
（対象外）
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企業要件のクリア（a-A/B）

最初に戻る

判定の結果、企業要件を満たします。
（優遇措置Ａ、優遇措置Ｂの適用可能）

以下のいずれかを選択して申請に必要な書類をご確認下さい。

※ 優遇措置Aの確認を受ければ、優遇措置Bも適用できます。どちらを適用するかは、
対象となる株主が選択します。

39

申請に必要な書類
（優遇措置A）

申請に必要な書類
（優遇措置Bのみ）

申請に必要な書類
（優遇措置A）

申請に必要な書類
（優遇措置Ｂのみ）

P１５に戻る

事前確認ありの場合 事前確認なしの場合



申請に必要な書類
（確認申請の手引きパターン「ア」・事前確認あり）

①確認申請書（様式２）

②登記事項証明書（３ヶ月以内の原本）

⑥申請日における株主名簿

⑦常時使用する従業員数を証する書面（雇用保険・労災保険に関する書類や賃金台帳等）

⑧研究者・新事業活動従事者の略歴、担当業務内容

⑨事業計画書（事業概要、売上高見込、経営者の略歴）

⑩法人設立届出書

①確認申請書（様式７）

②都道府県より交付された事前確認書

③特定新規中小企業者の要件に該当することの宣言書（様式８）

④株式の発行を決議した「株主総会の議事録」、「取締役会の議事録」、「取締役による決定があったことを
証する書面」のいずれか

⑤個人が取得した株式についての株式申込証

⑥払込みがあったことを証する書面

⑦登記事項証明書（写し可）

⑧投資契約書（参考１０に基づいた契約書又は契約書と参考１１－１に基づいた覚書のセット）

⑨払込日の株主名簿（払込後）

参考

最初に戻る 以上です

 詳細はエンジェル税制の「確認申請の手引き」、「様式集」をご覧ください。
 番号は「確認申請の手引き」の番号に対応しています。

事前確認時

払込み後の
確認
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申請に必要な書類
（確認申請の手引きパターン「ア」・事前確認なし）

①確認申請書（様式７）

②登記事項証明書（３ヶ月以内の原本）

⑥払込日の株主名簿（払込後）

⑦常時使用する従業員数を証する書面（雇用保険・労災保険に関する書類や賃金台帳等）

⑧研究者・新事業活動従事者の略歴、担当業務内容

⑨事業計画書（事業概要、売上高見込、経営者の略歴）

⑩法人設立届出書

⑮株式の発行を決議した「株主総会の議事録」、「取締役会の議事録」、「取締役による決定
があったことを証する書面」のいずれか

⑯個人が取得した株式についての株式申込証

⑰払込みがあったことを証する書面

⑱投資契約書（参考１０に基づいた契約書又は契約書と参考１１－１に基づいた覚書のセット）

参考

最初に戻る 以上です

 詳細はエンジェル税制の「確認申請の手引き」、「様式集」をご覧ください。
 番号は「確認申請の手引き」の番号に対応しています。
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企業要件のクリア
（ｂ・ｃ-A/B 役員・従業員要件クリア）

申請に必要な書類
（優遇措置A）

最初に戻る

申請に必要な書類
（優遇措置Bのみ）

判定の結果、企業要件を満たします。
（優遇措置Ａ、優遇措置Ｂの適用可能）

以下のいずれかを選択して申請に必要な書類をご確認下さい。

※ 優遇措置Aの確認を受ければ、優遇措置Bも適用できます。どちらを適用するかは、
対象となる株主が選択します。

42

申請に必要な書類
（優遇措置A）

申請に必要な書類
（優遇措置Ｂのみ）

P１５に戻る

事前確認ありの場合 事前確認なしの場合



申請に必要な書類
（確認申請の手引きパターン「イ」・事前確認あり）

①確認申請書（様式２）

②登記事項証明書（３ヶ月以内の原本）

⑥申請日における株主名簿

⑦常時使用する従業員数を証する書面（雇用保険・労災保険に関する書類や賃金台帳等）

⑧研究者・新事業活動従事者の略歴、担当業務内容

⑪設立の日における貸借対照表

⑫設立後の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、及びキャッシュフロー計算書

⑬申請日が属する年度の前年度の確定申告書別表１（税理士が署名したもの）

⑭法人事業概況説明書

①確認申請書（様式７）

②都道府県より交付された事前確認書

③特定新規中小企業者の要件に該当することの宣言書（様式８）

④株式の発行を決議した「株主総会の議事録」、「取締役会の議事録」、「取締役による決定があったことを
証する書面」のいずれか

⑤個人が取得した株式についての株式申込証

⑥払込みがあったことを証する書面

⑦登記事項証明書（写し可）

⑧投資契約書（参考１０に基づいた契約書又は契約書と参考１１－１に基づいた覚書のセット）

⑨払込日の株主名簿（払込後）

参考

最初に戻る 以上です

 詳細はエンジェル税制の「確認申請の手引き」、「様式集」をご覧ください。
 番号は「確認申請の手引き」の番号に対応しています。

事前確認時

払込み後の
確認
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申請に必要な書類
（確認申請の手引きパターン「イ」・事前確認なし）

①確認申請書（様式７）

②登記事項証明書（３ヶ月以内の原本）

⑥払込日の株主名簿（払込後）

⑦常時使用する従業員数を証する書面（雇用保険・労災保険に関する書類や賃金台帳等）

⑧研究者・新事業活動従事者の略歴、担当業務内容

⑪設立の日における貸借対照表

⑫設立後の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、及びキャッシュフロー計算書

⑬申請日が属する年度の前年度の確定申告書別表１（税理士が署名したもの）

⑭法人事業概況説明書

⑮株式の発行を決議した「株主総会の議事録」、「取締役会の議事録」、「取締役による決定
があったことを証する書面」のいずれか

⑯個人が取得した株式についての株式申込証

⑰払込みがあったことを証する書面

⑱投資契約書（参考１０に基づいた契約書又は契約書と参考１１－１に基づいた覚書のセット）

参考

最初に戻る 以上です

 詳細はエンジェル税制の「確認申請の手引き」、「様式集」をご覧ください。
 番号は「確認申請の手引き」の番号に対応しています。
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企業要件のクリア
（ｂ・ｃ・ｄ・ｅ・ｆ-A/B 試験研究費等要件クリア）

最初に戻る

判定の結果、企業要件を満たします。
（優遇措置Ａ、優遇措置Ｂの適用可能）

以下のいずれかを選択して申請に必要な書類をご確認下さい。

※ 優遇措置Aの確認を受ければ、優遇措置Bも適用できます。どちらを適用するかは、
対象となる株主が選択します。
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申請に必要な書類
（優遇措置A）

申請に必要な書類
（優遇措置Bのみ）

申請に必要な書類
（優遇措置A）

申請に必要な書類
（優遇措置Ｂのみ）

P１５に戻る

事前確認ありの場合 事前確認なしの場合



申請に必要な書類
（確認申請の手引きパターン「ウ」・事前確認あり）

①確認申請書（様式２）

②登記事項証明書（３ヶ月以内の原本）

⑥申請日における株主名簿

⑦常時使用する従業員数を証する書面（雇用保険・労災保険に関する書類や賃金台帳等）

⑪設立の日における貸借対照表

⑫設立後の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、及びキャッシュフロー計算書

⑬申請日が属する年度の前年度の確定申告書別表１（税理士が署名したもの）

⑭法人事業概況説明書

①確認申請書（様式７）

②都道府県より交付された事前確認書

③特定新規中小企業者の要件に該当することの宣言書（様式８）

④株式の発行を決議した「株主総会の議事録」、「取締役会の議事録」、「取締役による決定があったことを
証する書面」のいずれか

⑤個人が取得した株式についての株式申込証

⑥払込みがあったことを証する書面

⑦登記事項証明書（写し可）

⑧投資契約書（参考１０に基づいた契約書又は契約書と参考１１－１に基づいた覚書のセット）

⑨払込日の株主名簿（払込後）

参考

最初に戻る 以上です

 詳細はエンジェル税制の「確認申請の手引き」、「様式集」をご覧ください。
 番号は「確認申請の手引き」の番号に対応しています。

事前確認時

払込み後の
確認

46



申請に必要な書類
（確認申請の手引きパターン「ウ」・事前確認なし）

①確認申請書（様式７）

②登記事項証明書（３ヶ月以内の原本）

⑥払込日の株主名簿（払込後）

⑦常時使用する従業員数を証する書面（雇用保険・労災保険に関する書類や賃金台帳等）

⑪設立の日における貸借対照表

⑫設立後の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、及びキャッシュフロー計算書

⑬申請日が属する年度の前年度の確定申告書別表１（税理士が署名したもの）

⑭法人事業概況説明書

⑮株式の発行を決議した「株主総会の議事録」、「取締役会の議事録」、「取締役による決定
があったことを証する書面」のいずれか

⑯個人が取得した株式についての株式申込証

⑰払込みがあったことを証する書面

⑱投資契約書（参考１０に基づいた契約書又は契約書と参考１１－１に基づいた覚書のセット）

参考

最初に戻る 以上です

 詳細はエンジェル税制の「確認申請の手引き」、「様式集」をご覧ください。
 番号は「確認申請の手引き」の番号に対応しています。
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企業要件のクリア
（ｄ・ｅ-A/B 売上高成長率要件クリア）

最初に戻る

判定の結果、企業要件を満たします。
（優遇措置Ａ、優遇措置Ｂの適用可能）

事前確認ありの場合

※ 優遇措置Aの確認を受ければ、優遇措置Bも適用できます。どちらを適用するかは、
対象となる株主が選択します。

48

申請に必要な書類
（優遇措置A）

申請に必要な書類
　（優遇措置Bのみ）

申請に必要な書類
（優遇措置A）

申請に必要な書類
　　　（優遇措置Ｂのみ）

P１５に戻る

事前確認なしの場合
以下のいずれかを選択して申請に必要な書類をご確認下さい。



申請に必要な書類
（確認申請の手引きパターン「エ」・事前確認あり）

①確認申請書（様式２）

②登記事項証明書（３ヶ月以内の原本）

⑥申請日における株主名簿

⑦常時使用する従業員数を証する書面（雇用保険・労災保険に関する書類や賃金台帳等）

⑪設立の日における貸借対照表

⑫設立後の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、及びキャッシュフロー計算書

⑬申請日が属する年度の前年度の確定申告書別表１（税理士が署名したもの）

⑭法人事業概況説明書

①確認申請書（様式７）

②都道府県より交付された事前確認書

③特定新規中小企業者の要件に該当することの宣言書（様式８）

④株式の発行を決議した「株主総会の議事録」、「取締役会の議事録」、「取締役による決定があったことを
証する書面」のいずれか

⑤個人が取得した株式についての株式申込証

⑥払込みがあったことを証する書面

⑦登記事項証明書（写し可）

⑧投資契約書（参考１０に基づいた契約書又は契約書と参考１１－１に基づいた覚書のセット）

⑨払込日の株主名簿（払込後）

参考

最初に戻る 以上です

 詳細はエンジェル税制の「確認申請の手引き」、「様式集」をご覧ください。
 番号は「確認申請の手引き」の番号に対応しています。

事前確認時

払込み後の
確認
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申請に必要な書類
（確認申請の手引きパターン「エ」・事前確認なし）

①確認申請書（様式７）

②登記事項証明書（３ヶ月以内の原本）

⑥払込日の株主名簿（払込後）

⑦常時使用する従業員数を証する書面（雇用保険・労災保険に関する書類や賃金台帳等）

⑪設立の日における貸借対照表

⑫設立後の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、及びキャッシュフロー計算書

⑬申請日が属する年度の前年度の確定申告書別表１（税理士が署名したもの）

⑭法人事業概況説明書

⑮株式の発行を決議した「株主総会の議事録」、「取締役会の議事録」、「取締役による決定
があったことを証する書面」のいずれか

⑯個人が取得した株式についての株式申込証

⑰払込みがあったことを証する書面

⑱投資契約書（参考１０に基づいた契約書又は契約書と参考１１－１に基づいた覚書のセット）

参考

最初に戻る 以上です

 詳細はエンジェル税制の「確認申請の手引き」、「様式集」をご覧ください。
 番号は「確認申請の手引き」の番号に対応しています。

50



企業要件のクリア（a-B）

最初に戻る

判定の結果、企業要件を満たします。
（優遇措置Ｂの適用可能）

以下のいずれかを選択して申請に必要な書類をご確認下さい。
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申請に必要な書類
           （事前確認あり）

申請に必要な書類
           （事前確認なし）

P１５に戻る



申請に必要な書類
（確認申請の手引きパターン「オ」・事前確認あり）

①確認申請書（様式１）

②登記事項証明書（３ヶ月以内の原本）

⑥申請日における株主名簿

⑦常時使用する従業員数を証する書面（雇用保険・労災保険に関する書類や賃金台帳等）

⑧研究者・新事業活動従事者の略歴、担当業務内容

①確認申請書（様式６）

②都道府県より交付された事前確認書

③特定新規中小企業者の要件に該当することの宣言書（様式８）

④株式の発行を決議した「株主総会の議事録」、「取締役会の議事録」、「取締役による決定があったことを
証する書面」のいずれか

⑤個人が取得した株式についての株式申込証

⑥払込みがあったことを証する書面

⑦登記事項証明書（写し可）

⑧投資契約書（参考１０に基づいた契約書又は契約書と参考１１－１に基づいた覚書のセット）

⑨払込日の株主名簿（払込後）

参考

最初に戻る 以上です

 詳細はエンジェル税制の「確認申請の手引き」、「様式集」をご覧ください。
 番号は「確認申請の手引き」の番号に対応しています。

事前確認時

払込み後の
確認
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申請に必要な書類
（確認申請の手引きパターン「オ」・事前確認なし）

①確認申請書（様式６）

②登記事項証明書（３ヶ月以内の原本）

⑥払込日の株主名簿（払込後）

⑦常時使用する従業員数を証する書面（雇用保険・労災保険に関する書類や賃金台帳等）

⑧研究者・新事業活動従事者の略歴、担当業務内容

⑮株式の発行を決議した「株主総会の議事録」、「取締役会の議事録」、「取締役による決定
があったことを証する書面」のいずれか

⑯個人が取得した株式についての株式申込証

⑰払込みがあったことを証する書面

⑱投資契約書（参考１０に基づいた契約書又は契約書と参考１１－１に基づいた覚書のセット）

参考

最初に戻る 以上です

 詳細はエンジェル税制の「確認申請の手引き」、「様式集」をご覧ください。
 番号は「確認申請の手引き」の番号に対応しています。
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企業要件のクリア

最初に戻る

（ｂ・ｃ-B 役員・従業員要件クリア）

判定の結果、企業要件を満たします。
（優遇措置Ｂの適用可能）

　以下のいずれかを選択して申請に必要な書類をご確認下さい。
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申請に必要な書類
           （事前確認あり）

申請に必要な書類
           （事前確認なし）

P１５に戻る



申請に必要な書類
（確認申請の手引きパターン「カ」・事前確認あり）

①確認申請書（様式１）

②登記事項証明書（３ヶ月以内の原本）

③申請日が属する年度の前事業年度の貸借対照表及び損益計算書

⑥申請日における株主名簿

⑦常時使用する従業員数を証する書面（雇用保険・労災保険に関する書類や賃金台帳等）

⑧研究者・新事業活動従事者の略歴、担当業務内容

①確認申請書（様式６）

②都道府県より交付された事前確認書

③特定新規中小企業者の要件に該当することの宣言書（様式８）

④株式の発行を決議した「株主総会の議事録」、「取締役会の議事録」、「取締役による決定があったことを
証する書面」のいずれか

⑤個人が取得した株式についての株式申込証

⑥払込みがあったことを証する書面

⑦登記事項証明書（写し可）

⑧投資契約書（参考１０に基づいた契約書又は契約書と参考１１－１に基づいた覚書のセット）

⑨払込日の株主名簿（払込後）

参考

最初に戻る 以上です

 詳細はエンジェル税制の「確認申請の手引き」、「様式集」をご覧ください。
 番号は「確認申請の手引き」の番号に対応しています。

事前確認時

払込み後の
確認

55



申請に必要な書類
（確認申請の手引きパターン「カ」・事前確認なし）

①確認申請書（様式６）

②登記事項証明書（３ヶ月以内の原本）

③払込日が属する年度の前年度の貸借対照表及び損益計算書

⑥払込日の株主名簿（払込後）

⑦常時使用する従業員数を証する書面（雇用保険・労災保険に関する書類や賃金台帳等）

⑧研究者・新事業活動従事者の略歴、担当業務内容

⑮株式の発行を決議した「株主総会の議事録」、「取締役会の議事録」、「取締役による決定
があったことを証する書面」のいずれか

⑯個人が取得した株式についての株式申込証

⑰払込みがあったことを証する書面

⑱投資契約書（参考１０に基づいた契約書又は契約書と参考１１－１に基づいた覚書のセット）

参考

最初に戻る 以上です

 詳細はエンジェル税制の「確認申請の手引き」、「様式集」をご覧ください。
 番号は「確認申請の手引き」の番号に対応しています。
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企業要件のクリア

最初に戻る

（ｂ・ｃ・ｄ・ｅ・ｆ-B 試験研究費等要件クリア）

判定の結果、企業要件を満たします。
（優遇措置Ｂの適用可能）

以下のいずれかを選択して申請に必要な書類をご確認下さい。
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申請に必要な書類
           （事前確認あり）

申請に必要な書類
           （事前確認なし）

P１５に戻る



申請に必要な書類
（確認申請の手引きパターン「キ」・事前確認あり）

①確認申請書（様式１）

②登記事項証明書（３ヶ月以内の原本）

③申請日が属する年度の前事業年度の貸借対照表及び損益計算書

⑥申請日における株主名簿

⑦常時使用する従業員数を証する書面（雇用保険・労災保険に関する書類や賃金台帳等）

①確認申請書（様式６）

②都道府県より交付された事前確認書

③特定新規中小企業者の要件に該当することの宣言書（様式８）

④株式の発行を決議した「株主総会の議事録」、「取締役会の議事録」、「取締役による決定があったことを
証する書面」のいずれか

⑤個人が取得した株式についての株式申込証

⑥払込みがあったことを証する書面

⑦登記事項証明書（写し可）

⑧投資契約書（参考１０に基づいた契約書又は契約書と参考１１－１に基づいた覚書のセット）

⑨払込日の株主名簿（払込後）

参考

最初に戻る 以上です

 詳細はエンジェル税制の「確認申請の手引き」、「様式集」をご覧ください。
 番号は「確認申請の手引き」の番号に対応しています。

事前確認時

払込み後の
確認
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申請に必要な書類
（確認申請の手引きパターン「キ」・事前確認なし）

①確認申請書（様式６）

②登記事項証明書（３ヶ月以内の原本）

③払込日が属する年度の前年度の貸借対照表及び損益計算書

⑥払込日の株主名簿（払込後）

⑦常時使用する従業員数を証する書面（雇用保険・労災保険に関する書類や賃金台帳等）
⑮株式の発行を決議した「株主総会の議事録」、「取締役会の議事録」、「取締役による決定
があったことを証する書面」のいずれか

⑯個人が取得した株式についての株式申込証

⑰払込みがあったことを証する書面

⑱投資契約書（参考１０に基づいた契約書又は契約書と参考１１－１に基づいた覚書のセット）

参考

最初に戻る 以上です

 詳細はエンジェル税制の「確認申請の手引き」、「様式集」をご覧ください。
 番号は「確認申請の手引き」の番号に対応しています。
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企業要件のクリア

最初に戻る

　（ｄ・ｅ・ｆ-B 売上高成長率要件クリア）

判定の結果、企業要件を満たします。
（優遇措置Ｂの適用可能）

以下のいずれかを選択して申請に必要な書類をご確認下さい。
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申請に必要な書類
            （事前確認あり）

申請に必要な書類
            （事前確認なし）

P１５に戻る



申請に必要な書類
（確認申請の手引きパターン「ク」・事前確認あり）

①確認申請書（様式１）

②登記事項証明書（３ヶ月以内の原本）

③申請日が属する年度の前事業年度の貸借対照表及び損益計算書

④申請日が属する年度の前々事業年度の貸借対照表及び損益計算書

⑤申請日が属する年度の前々々事業年度までの貸借対照表及び損益計算書
（売上高成長率を、第１期から前事業年度までの売上高を相乗平均した伸び率で算出する場合のみ）

⑥申請日における株主名簿

⑦常時使用する従業員数を証する書面（雇用保険・労災保険に関する書類や賃金台帳等）

①確認申請書（様式６）

②都道府県より交付された事前確認書

③特定新規中小企業者の要件に該当することの宣言書（様式８）

④株式の発行を決議した「株主総会の議事録」、「取締役会の議事録」、「取締役による決定があったことを
証する書面」のいずれか

⑤個人が取得した株式についての株式申込証

⑥払込みがあったことを証する書面

⑦登記事項証明書（写し可）

⑧投資契約書（参考１０に基づいた契約書又は契約書と参考１１－１に基づいた覚書のセット）

⑨払込日の株主名簿（払込後）

参考

最初に戻る 以上です

 詳細はエンジェル税制の「確認申請の手引き」、「様式集」をご覧ください。
 番号は「確認申請の手引き」の番号に対応しています。

事前確認時

払込み後の
確認
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申請に必要な書類
（確認申請の手引きパターン「ク」・事前確認なし）

①確認申請書（様式６）

②登記事項証明書（３ヶ月以内の原本）

③払込日が属する年度の前年度の貸借対照表及び損益計算書

④払込日が属する年度の前々事業年度の貸借対照表及び損益計算書

⑤払込日が属する年度の前々々事業年度までの貸借対照表及び損益計算書
（売上高成長率を、第１期から前事業年度までの売上高を相乗平均した伸び率で算出する場合のみ）
⑥払込日の株主名簿（払込後）

⑦常時使用する従業員数を証する書面（雇用保険・労災保険に関する書類や賃金台帳等）

⑧研究者・新事業活動従事者の略歴、担当業務内容

⑮株式の発行を決議した「株主総会の議事録」、「取締役会の議事録」、「取締役による決定
があったことを証する書面」のいずれか

⑯個人が取得した株式についての株式申込証

⑰払込みがあったことを証する書面

⑱投資契約書（参考１０に基づいた契約書又は契約書と参考１１－１に基づいた覚書のセット）

参考

最初に戻る 以上です

 詳細はエンジェル税制の「確認申請の手引き」、「様式集」をご覧ください。
 番号は「確認申請の手引き」の番号に対応しています。
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企業要件のクリア

最初に戻る

（ｇ-B 試験研究費等要件クリア）

判定の結果、企業要件を満たします。
（優遇措置Ｂの適用可能）

以下のいずれかを選択して申請に必要な書類をご確認下さい。
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申請に必要な書類
　　　　　 （事前確認あり）

申請に必要な書類
           （事前確認なし）

P１５に戻る



申請に必要な書類
（確認申請の手引きパターン「ケ」・事前確認あり）

①確認申請書（様式１）

②登記事項証明書（３ヶ月以内の原本）

③申請日が属する年度の前事業年度の貸借対照表及び損益計算書

⑥申請日における株主名簿

⑦常時使用する従業員数を証する書面（雇用保険・労災保険に関する書類や賃金台帳等）

⑧研究者・新事業活動従事者の略歴、担当業務内容

①確認申請書（様式６）

②都道府県より交付された事前確認書

③特定新規中小企業者の要件に該当することの宣言書（様式８）

④株式の発行を決議した「株主総会の議事録」、「取締役会の議事録」、「取締役による決定があったことを
証する書面」のいずれか

⑤個人が取得した株式についての株式申込証

⑥払込みがあったことを証する書面

⑦登記事項証明書（写し可）

⑧投資契約書（参考１０に基づいた契約書又は契約書と参考１１－１に基づいた覚書のセット）

⑨払込日の株主名簿（払込後）

参考

最初に戻る 以上です

 詳細はエンジェル税制の「確認申請の手引き」、「様式集」をご覧ください。
 番号は「確認申請の手引き」の番号に対応しています。

事前確認時

払込み後の
確認
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申請に必要な書類
（確認申請の手引きパターン「ケ」・事前確認なし）

①確認申請書（様式６）

②登記事項証明書（３ヶ月以内の原本）

③払込日が属する年度の前年度の貸借対照表及び損益計算書

⑥払込日の株主名簿（払込後）

⑦常時使用する従業員数を証する書面（雇用保険・労災保険に関する書類や賃金台帳等）

⑧研究者・新事業活動従事者の略歴、担当業務内容

⑮株式の発行を決議した「株主総会の議事録」、「取締役会の議事録」、「取締役による決定
があったことを証する書面」のいずれか

⑯個人が取得した株式についての株式申込証

⑰払込みがあったことを証する書面

⑱投資契約書（参考１０に基づいた契約書又は契約書と参考１１－１に基づいた覚書のセット）

参考

最初に戻る 以上です

 詳細はエンジェル税制の「確認申請の手引き」、「様式集」をご覧ください。
 番号は「確認申請の手引き」の番号に対応しています。
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対象外

いずれかの要件を満たさないため、エンジェル税制の対象外です。
ご不明な点がございましたら、お問い合わせください。

最初に戻る

中小企業庁 経営支援部 創業・新事業促進課
〒100-8912東京都千代田区霞が関一丁目3番1号

電話：03-3501-1767
E-mail： angeltax@meti.go.jp
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